
陳 情 文 書 表 

 

受理番号 陳情８第２３号 受理年月日 令和８年６月８日 

件 名 
憲法改正に伴う「地方自治の権利」堅持と、慎重な議論を求める    

意見書提出に関する陳情書 

 

【陳情の趣旨】 

１ 地方自治の本旨（憲法第９２条）の遵守 

憲法が保障する地方自治は、国の過度な介入を防ぎ、地域の実情に応じた統治

を行うための不可欠な制度です。現在議論されている「広域的な指示権」の拡大

は、平時から有事への移行を口実に、自治体を国の下請け機関化させる危険性を

孕んでいます。 

 

２ 住民自治の崩壊阻止 

地方自治体の権利が現象（減少）し、国による一方向的な指示が常態化すれば、

住民の信託を受けた地方議員および首長の判断権が失われます。これは、住民が

自らの地域のあり方を決める「住民自治」の否定に他なりません。 

 

３ 生存権（憲法第２５条）の保障 

災害や緊急時こそ、現場を知る自治体の迅速な判断が住民の命を救います。一

律的な国の統制は、現場の混乱を招き、憲法が保障する最低限度の生活を脅かす

恐れがあります。 

 

現在、国において進められている憲法改正論議、および関連する法整備におい

て、地方自治の権限を縮小・変容させる恐れのある「緊急事態条項」や「国の指

示権強化」が検討されています。地方自治は日本国憲法第９２条により「地方自

治の本旨」として保障されており、住民の生命・財産を最も身近で守る地方自治

体の自律性が損なわれることは、民主主義の根幹を揺るがす事態です。つきまし

ては、本議会において地方自治の守り手としての立場から、国に対し、地方自治

の権利を堅持し慎重な議論を求める「意見書」を採択し、送付いただくよう陳情

いたします。 

 

【陳情事項】 

１ 憲法改正発議において、地方自治の自律性を損なう条項の導入に反対し、地

方自治の権利を堅持することを求める意見書を国へ提出すること。 

２ 「有事」の名の下に地方自治体の判断権を国が一元的に剥奪することのない

よう、慎重な制度設計を求める意見書を国へ提出すること。 

 

 


